
～

Ⅲ　これまでの事業の見直し・改善状況

・リーフレットやポスターの配布では、配布先の拡大を行うとともにトラック協会等へ会員に対する周知を依頼して効率化を図るなど、随時見直
しを行っている。Ｈ２７年度からはポケットティッシュを作成し、各地域県民センターの窓口に設置する等、新たな啓発ツールとして活用してい
る。
・街頭キャンペーンは、自動車の利用者に直接ＰＲするため、H２７年度から実施場所をイオンモール甲府昭和店に変更した。

0 時間

所要時間計 212 時間 212 時間 220 時間

所要時間（間接分） 0 時間 0 時間 0

納期内納付率が向上することで、督促状
の発送経費の削減（H22と比較するとH27
で約90万円削減）や県税事務所の事務
量の減少につながっている。
なお、ラジオスポットについては、H26・
H27に山梨広告賞を受賞、ＡＣＣ全日本
ＣＭフェスティバルの地域ファイナリストに
も選ばれた。

所要時間（直接分） 212 時間 212 時間 220 時間 220 時間

（千円） うち一財額 1,644 1,697 1,933 1,933

220 時間

人件費ｺｽﾄ 単位:千円
(＠2,044円×所要時間)

433 433 450 450

時間

成
果
指
標

自動車税納期内納
付率

77.4% 78.3% 78.0% 78.8% 80.7% 成
果
指
標

決算額又は予算額 1,644 1,697 1,933 1,933 成果指標によらない成果

目標設定の考え方

全国平均を目指す上での現実的な
目標として、前々年度の全国平均値
を採用。今後全国との差が縮まれ
ば、前年度の全国平均値に移行。

データの出典等

成果指標達成率
（実績値／目標値）

99.6％
自動車税の納付状況等調（地方行
財政調査会）

活
動
指
標

ラジオスポット放送
の回数

70回
(ＦＭ富士　45回
ＹＢＳ　　25回）

70回
(FM富士45回
YBS 25回）

70回
(FM富士45回
YBS 25回）

70回
(ＦＭ富士　45回
ＹＢＳ　　25回）

70回
(ＦＭ富士　45回
ＹＢＳ　　25回）

活
動
指
標

目標設定の考え方

納税通知書送付後から納期限前ま
で毎日（１日３回程度）の放送を設定

データの出典等

活動指標達成率
（実績値／目標値）

100.0％
予算見積書

Ⅱ　事業の目標、実施状況等（事業実績及び成果の達成状況）

事業の実施状況と
目標の実現度

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度
事業目標の考え方

実績値 目標値 実績値 見込値 目標値

事業の内容
主にH27年度

自動車税の納期内納税に対する県民の意識を高める。
①新聞を通じた広報
　半２段：１回　５紙（朝日、毎日、読売、産経、山梨新報）、題字下：４回　１紙（山日）
②ラジオを通じた広報　　ラジオスポット　　ＡＭ：２５本、ＦＭ：４５本
③広聴広報課執行の広報ツールを活用した広報　　テレビ番組、ラジオ番組、テレビスポット、ラジオスポット等
④ポスター掲示、リーフレット配布による広報　　ポスター２，１００枚、リーフレット５７，０００枚
　納税貯蓄組合総連合会を通じた配布、県幹部職員による関係団体への配布等
⑤啓発ステッカー（公用車）による広報　　約５００台
⑥啓発横断幕及びのぼり旗による広報　　県内施設　５か所
⑦路線バス車外広告　　山交バス（７台）、富士急バス（３台）
⑧道路情報板による表示　　県管理の幹線道路（１７６基）
⑨税務課･総合県税事務所の管理職等による市町村、中規模事業所等への要請（計１，７８３箇所）
⑩総合県税事務所の新採用職員等による街頭キャンペーン　　イオンモール甲府昭和店で実施
⑪ヴァンフォーレ甲府ホームゲーム時の場内放送　　山梨中銀スタジアム　３試合

年度

実施主体 県（直営）

事業の目的

だれ（何）を対象に その対象をどのような状態にして

根拠法令等

Ⅰ　事業の概要

実施期間 始期 S30 年度 終期

結果、何に結びつけるのか

自動車税の納税者 自動車税を納期限（5/31）までに納税
する必要性を理解している

納税意識の高揚
県税収入の確保

担当部課室 総務 部 税務 課 企画 担当 （内線） 2204

外部評価 平成２８年度 事務事業自主点検シート 様式1-2
調書番号

事 業 名 納税広報費 4

細事業名 自動車税納期内納税広報費 財務コード 006601



Ⅵ　見直しの方向（平成２９年度当初予算等での対応状況）

予算要求時に
記入

予算編成後に
修正等

・見直しの方向は、「廃止」「一部廃止（施設については「譲渡」）」「終期設定」「休止」「他事業と統合」「縮小」「拡大」「実施方法等の変更」「改善済み」の中から
  選択し、Ⅴ見直しの必要性を踏まえ、具体的な実施計画等を分かりやすく記載すること
・見直しがない場合は「現行どおり」と記載し、必要に応じてその理由を記載すること

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄は、上記と同様とする

見直しの方向 具体的な実施計画等　　※「見直しの必要性」と「見直しの方向」が異なる場合は、その理由も記載すること

有

　自動車税の納期内納税を促進することは、徴税コストの削減や税負担の公平を確保し、滞納発生の
未然防止を図る上でも重要である。また、県税について県民へ直接的に広報する唯一の事業であり、
自動車税という身近な税目を通じて納税意識の高揚を図ることにも寄与していることから、引き続き広
報活動を実施していく必要がある。
　啓発用横断幕の掲示場所については、従来の合同庁舎から自動車の往来が多い主要道路に面した
県施設への変更を検討する。

ｍ

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄
    a：目的の達成　 b：新たな課題への対応　 c：対象の変化　 d：ニーズの変化　 e：法律・制度の改正   f：民間等実施    g：市町村等へ移管    h：外部委託
     i：経費節減 　j：類似事業と統合・連携 　k：所要時間の縮減 　l：ﾌﾟﾛｾｽの改善    m：その他

　二次評価（担当部局再評価結果）　※行政評価アドバイザー会議（外部評価）での指摘事項を踏まえた担当部局による再評価

見直しの必要性 説　　　　　　　明
Ⅳ以外の
判断項目

a：意図した成果を十分に上げている(120%以上) 　　 b：意図した成果はほぼ上げている(80%以上120%未満) 　　 c：意図した成果は十分ではないが、対象や
   方法の改善により成果の向上が見込める(40%以上80%未満) 　　 d：意図した成果が十分でなく、成果を上げる方法も見あたらない(40%未満)

Ⅴ　見直しの必要性（平成２９年度に向けた改善等の考え方）

　一次評価（担当部局評価結果）

見直しの必要性 説　　　　　　　明
Ⅳ以外の
判断項目

a：予定を超えた活動量がある(120%以上)　　 　b：予定どおりの活動量がある（80%以上120%未満） 　　　c：予定したほど活動量がない(40%以上80%未満)
d：予定した活動量に著しく足りない(40%未満)

（２）事業は意図した成果を上げているか　（「成果指標の達成率」、「成果指標によらない成果」から事業の成果を判断）

数値判定

成果に係る
一次評価

　　　　　成果に係る一次評価の考え方     ※必ず記載すること

H27年度
成果指標
の達成率

　自動車税の納期内納付率は、Ｈ２６：７７．４％、Ｈ２７：７８．０％、Ｈ２８：７８．８％と毎年向上しており、４月下旬
～５月末までの限られた広報期間であるが、各種媒体を活用して集中的に広報活動を行うことで、着実な成果を
上げている。
　また、納期内納付率が向上することで、Ｈ２７年度の督促状の発送経費は、Ｈ２２年度と比較すると約９０万円削
減され、督促状の発送件数が減少することで、県税事務所の事務量の減少にもつながっている。

b b

Ⅳ　活動量と成果の判断（平成２７年度の業績評価）

（１）事業は予定された活動量を上げているか　（「活動指標の達成率」等から事業の活動量を判断）

数値判定

活動量に係る
一次評価

　　　　　活動量に係る一次評価の考え方　　　※数値判定と一次評価が異なる場合等に記載すること

H27年度
活動指標
の達成率

b b



様式2

調書番号：　4

具体的な業務
プロセス（手順）

Ｈ２７
所要
時間
（ｈ）

Ｈ２８
所要
時間
（ｈ）Ａ

Ｈ２９
所要
時間
（ｈ）Ｂ

縮減等
Ｂ－Ａ

具体的業務の
見直しの内容

リーフレットの作成
業務

5 5 5 0なし

県幹部職員による
関係団体への要
請依頼

10 10 10 0なし

リーフレットの仕分
け・配布作業

10 10 10 0なし

税務職員による各
事業所等への訪
問要請

64 72 72 0なし

89 97 97 0

ラジオスポットの
制作

6 6 6 0なし

新聞広告の制作 12 12 12 0なし

バス車外広告の
掲示

3 3 3 0なし

道路情報版による
表示

2 2 2 0なし

公用車ステッカー
による広報

4 4 4 0なし

ヴァンフォーレ甲
府ホームゲーム時
の場内放送による
広報

2 2 2 0なし

広聴広報課執行
の広報ツールを活
用

9 9 9 0なし

県ホームページへ
の掲載

3 3 3 0なし

県内施設への横
断幕・のぼり旗の
設置

16 16 16 0
横断幕設置場
所の見直し

57 57 57 0

イオンモール甲府
昭和への依頼

5 5 5 0なし

キャンペーンへ向
けた準備

10 10 10 0なし

街頭キャンペーン
実施日

51 51 51 0なし

66 66 66 0

212 220 220 0

６　見直しに至った理由または見直しなしの理由は、詳細に記載すること。（具体的な業務プロセスごと、または細分化した業務ごとに記
 載すること。）

７　適宜、業務内容に合わせ、行を加除して記載すること。（複数ページ可）

（留意事項）

１　事業を細分化した業務名は、事務事業を構成する業務ごとに細分化し、その業務名を記載すること。

２　具体的な業務プロセス（手順）は、できる限り多くのプロセスを記載すること。

３　業務の時期は、業務のフローがわかるように具体的な業務プロセスごとに記載すること。（毎月、四半期ごとの業務等は、その１サイ
  クルの期間を記載すること。）

４　各年度の所要時間（計）は、事務事業自主点検シートの「Ⅱ　事業の目標、実施状況等」の「所要時間計」と一致すること。

５　具体的業務の見直しの内容は、わかりやすく簡潔に記載すること。（県民から見て分かりやすい表現とすること。）なお、見直しがない
 場合は、「なし」と記載すること。

（小計）

所要時間　（計）

3
街頭キャンペー
ンの実施

4月上旬～
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

5月上旬～
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

5月下旬
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

5月上旬
県内主要道路に面した設置場所を検
討する。

（小計）

業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

5月上旬
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

4月下旬～
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

（小計）

2
各種媒体を活用
した広報

4月上旬～
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

4月上旬～
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

4月中旬
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

4月中旬
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

4月下旬～
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

4月上旬～

1
ポスター、リーフ
レットを活用した
広報

4月上旬
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

4月下旬
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

4月下旬～
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

4月下旬～
業務上必要なプロセスであり、最短の
所要時間で処理しているため。

自主点検シート（事業の内容及び所要時間）に関する附属資料

所属名：　税務課 細事業名：　自動車税納期内納税広報費

事業の内容を
細分化した
業務名

業務の
時期
（フロー）

見直しに至った理由等
（又は見直しなしの理由等）



 
 

自動車税納期内納税広報事業の概要 

 
１ 趣旨 
山梨県の県税収入は約９２６億円（平成２８年度当初予算）で県の歳入の１９．８％を占め、県

税の中でも、自動車税は約１２８億円と県税全体の約１３．８％を占める主要税目であり、県の事

業の実施に欠くことのできない貴重な財源となっている。 
県税の納期内納付を促進することは、県の財政運営上においても、県民の税負担の公平を確保し、

滞納発生の未然防止を図る上でも極めて重要であることから、納税者に対して納期内納付の必要性

を広報する必要がある。 

自動車税の課税台数は約３５万台であり、山梨県の自家用自動車の世帯あたりの普及台数は１．

５４５台（全国１１位）※と高い水準となっていることから、自動車税という県民に身近な県税につ

いて広報活動を行うことで、納税意識の高揚を図ることにも寄与している。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
※ 一般財団法人 自動車検査登録情報協会 「自家用乗用車の世帯普及台数」参照 
 
 
 
 
 
 

県税

926億円

（19.8%）

繰入金

454億円

（9.7%）

地方消費税

清算金

334億円

（7.2%）

諸収入

298億円

（6.4%）

使用料及び

手数料

78億円

（1.7%）

地方交付税

1255億円

（26.9%）

県債

626億円

（13.4%）

国庫支出金

513億円

（11.0%）

その他

146億円

（3.2%）

平成28年度一般会計当初予算

個人県民税

288億円

（31.1%）

法人事業税

219億円

（23.6%）

自動車税

128億円

（13.8%）

地方消費税

120億円

（13.0%）

軽油引取税

71億円

（7.7%）

法人県民税

43億円

（4.6%）

不動産取得

税

18億円

（1.9%）

県たばこ税

10億円

（1.1%）

個人事業税

10億円

（1.1%）

自動車取得

税

9億円

（1.0%）

ゴルフ場利

用税

8億円

（0.9%）

平成28年度県税収入当初予算

自主財源 



 
 

２ 事業内容 
  主な事業内容は、事務事業自主点検シートの「Ⅰ 事業の概要」欄の「事業の内容」に記載のと

おりであるが、この他にも様々なツールを活用し、工夫を重ねた活動を行っている。例えば、知事

記者会見のバックボードへポスターを掲示して、ニュース番組で放映される際に視聴者の目に触れ

るようにし、自動車で来庁した県民へは、駐車場の入口で配布する駐車券へ納期内納付を呼びかけ

る文面を記載するなどしている。 
  また、毎年放送しているラジオスポットでは、２０秒という短い時間で的確な情報を伝え、かつ

視聴者の興味を引くような趣向を凝らしたＣＭを作成している。その結果、平成２６年度と平成２

７年度には山梨広告賞を受賞し、ＡＣＣ全日本ＣＭフェスティバルでは、地域限定で放送されるＣ

Ｍを対象とした関東圏部門で入賞するなど、視聴者の関心を集めることができた。 
  事業内容については、前年踏襲で行っているわけではなく、事業内容を精査し、新しい取り組み

を追加する等、毎年見直しを行っている。 
【見直しの内容】 
 ・平成２２年度・・幹線道路歩道橋への横断幕の設置を廃止し道路情報板での啓発に切り替え、 

公用車マグネットシートの追加作成（初回H19年度作成）370枚、 

ラジオスポット放送回数の減、新聞広告掲載回数の減 

 ・平成２３年度・・公用車マグネットシートの追加作成（300枚） 

 ・平成２４年度・・ラジオスポット放送回数の減、新聞広告掲載回数の減、 

          税務職員による街頭キャンペーンの実施、 

リーフレット配布先の拡大（県立高等学校） 

 ・平成２５年度・・リーフレットの印刷枚数の増、 

          リーフレット配布先の拡大（金融機関、タクシー会社、自動車運転代行業者） 

・平成２６年度・・街頭キャンペーンで武田菱丸の着ぐるみを活用、 

リーフレット配布先の拡大（オギノ、バス協会、トラック協会）、 

         横断幕の設置場所の追加（山梨県地場産業センター） 

・平成２７年度・・ファミリーマートとローソンでポスターとリーフレットの掲示、 
路線バス車内広告、知事記者会見のバックボードへポスターを掲示、 
駐車券での納期内納付の啓発、啓発用ポケットテッィシュの配布、 
街頭キャンペーンの実施場所を甲府駅前からイオンモール甲府昭和店へ変更 

・平成２８年度・・税務職員による大口納税者への訪問要請、ラジオＣＭの庁内放送による広報 
 
 
 
 
 
 
 
 

3,073 2,969 

1,885 1,890 1,893 1,933 1,933 

500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（千円） 自動車税納期内納税広報費予算の推移



 
 

３ 成果 
  自動車税納期内納付率は、今年度には過去最高の７８．８％となり、納期内に納付された台数は、

前年度より１，２２４台増の２７１，２２５台で、約９７億円が納期限内に納付された。 
納期内納付率が向上することで、県税収入の早期確保が図れることはもちろんであるが、未納者

に対して発送する督促状の印刷費や発送費が削減され、滞納整理業務を行う県税事務所の事務量の

減少や、滞納整理に係る経費の削減にもつながっている。 
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（万円） 納期内納付率と督促状発送経費の推移
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４ 広報資料 

（事務事業自主点検シートの「Ⅰ 事業の概要」の「事業の内容」欄の記載順） 

①新聞広告を通じた広報 

 題字下：山梨日日新聞 計４回 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 半２段：朝日、毎日、読売、産経、山梨新報 各紙１回 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

③広聴広報課にて作成の広報紙へ掲載 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

・広聴広報課執行の県政テレビ番組「わくドキやまなし」（H28.5.9（月）YBS山梨放送） 

県ＨＰに掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同じく県政ラジオ番組「やまなしＩＮＤＥＸ」（H28.5.20（金）YBSラジオ） 

 県ＨＰに掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

④ポスター 

 各所へ掲示、バス車内広告で掲示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤啓発ステッカー（公用車）による広報 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

⑥横断幕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦バス車外広告（山梨交通バス、富士急行バス） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

⑩イオンモール甲府昭和店での街頭キャンペーン 

武田菱丸には、多くの家族連れが集まりました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲府昭和店内でのキャンペーンの告知 

 
 
 



自動車をお持ちのみなさまへ
平成２８年度版 山梨県

納期限を守りましょう。
車検時納付はダメです！
自動車税は、車検時ではなく、納期限の５月３1日（火）までに必ず納
付してください。
納期限までに納税されない場合は、督促状が送付され、延滞金が課
されます。
昨年度、督促状の印刷、発送に係る経費として、約３５１万円を要して
おり、これは、本来、納期内に納付されていれば支出する必要がない
費用です。
督促しても納税されない場合は、法に基づく滞納処分を行います。
滞納処分とは、例えば、勤務先への給与照会、取引先への売掛金等
の調査、預金や給料等の差押え、自動車のタイヤロック、家宅捜索等
の処分をいいます。

▼コンビニでも納められます！
自動車税は銀行や郵便局などの金融機関のほか、右記のコンビニ
エンスストアで、全国どこでも、土日夜間でも納付できます！

　 　 ▼オギノなどMMK（公共料金の支払いもできる情報
　　端末）設置店でも納められます！
　　　　  山梨県内では、オギノ全店、ドラッグセイムス、ノジマ、ヤマザキＹショップ、NEWDAYS、イオンなどで、MMKを設   
                  置している店舗でも自動車税を納付できます！

登録手続きは忘れずに
自動車の使用を止めたときや所有者の住所・氏名が変ったときに
は、自動車の登録手続が必要です。
登録手続きをしない場合、下取りに出した自動車や廃車した自動
車の納税通知書が届いたり、新しい住所に納税通知書が届かな
いなどトラブルの原因になります。

車検用納税証明書について
納税通知書の右端にある自動車税納税証明書（継続検査・構
造等変更検査用）は、継続検査等（車検）の際、自動車税の
納付確認に必要となりますので、納税後は自動車検査証（車検
証）と一緒に大切に保管してください。また、自動車を譲渡・売
却等により手放される際には、必ず納税証明書も一緒にお渡しく
ださい。

自動車税のしくみ
自動車税は、毎年４月１日午前０時時点で、運輸支局に登録
されている自動車の所有者に対して課税される県税です。
※ 割賦販売の場合は、使用者に対して課税されます。
※ 軽自動車は、市町村税として課税されます。

平成27年度の自動車税期限内納付率

78.0%（全国第33位）

山梨県の自動車税を納付することができるコンビニエンスストア

セブン－イレブン、ローソン、ファミリーマート、
デイリーヤマザキ、サークルＫ、ミニストップ、スリーエフなど
　※詳細は、お手元の納税通知書の裏面をご確認ください。



●自動車税についてのお問い合わせ先
山梨県自動車税センター
（山梨県総合県税事務所自動車税部）

☎055-262-4662（代）
〒406-8558　笛吹市石和町唐柏1000-4

　平成27年度に新車新規登録した燃費性能に優れ、かつ、排出ガスの環境負荷が小さい

環境性能の優れた自動車は、自動車税が今年度１年間軽減されます。また、新車新規登録

から一定年数を経過した自動車は、自動車税を上乗せする特例措置が行われています。

軽　減　の　要　件

(平成３２年度燃費基準未達成)

（☆４つ）

軽減率

対　　象　　車　　種 上乗せ率

平成15年3月31日以前に新車新規登録したガソリン車・ＬＰＧ車
平成17年3月31日以前に新車新規登録したディーゼル車
上記のうち、バス（一般乗合用を除く）及びトラック（被けん引車を除く）

※電気・天然ガス・メタノール・ガソリンハイブリッド自動車、一般乗合用バス、被けん引自動車については対象
となりません。

※車の後部などに排出ガス基準・燃費基準のステッカーが貼付されています。
※燃費基準については、車検証の備考欄に記載があります。（特に平成32年度燃費基準達成の有無については、車検証の備考欄の
　記載を確認してください。）

　新車新規登録から一定年数を経過した自動車は、自動車税を上乗せしており、平成28年
度に対象となる自動車は次のとおりです。

上乗せ率については、昨年度より「概ね10%」から「概ね15%」に引上げられています。
（ただし、バス・トラックについては引き続き「概ね10%」です。）

　環境性能の優れた自動車は、自動車税を軽減しており、平成28年度に対象となる自動車は次のとおりです。

正しく登録して山梨に納税を！

電気自動車、燃料電池自動車、
プラグインハイブリッド自動車、
天然ガス自動車（平成21年排出ガス規制ＮＯx10％以上低減）
クリーンディーゼル乗用車（平成21年排出ガス規制適合）

概ね10％

概ね15％

おおむね
75％軽減

おおむね
50％軽減

かつ

かつ

自動車の登録手続きにつきましては、
自動車をお買いになられた販売店など
にご相談ください。

自動車税のグリーン化税制について

環境性能の優れた自動車

新車新規登録から一定年数を経過した自動車

平成17年排出ガス基準

75％ 低減

平成27年度燃費基準 +20％ 達成

平成27年度燃費基準

かつ 平成３２年度燃費基準達成

+20％ 達成 +10％ 達成又は


